
市税（29.3
％）

80億8,48
9万3千円民生費（28

.5％）

78億9,85
4万6千円

公債費（11
.0％）

30億4,80
9万円

総務費（10
.0％）

27億5,76
4万4千円

教育費（9.8
％）

27億2,09
5万9千円

土木費（4.3
％）

11億9,56
5万2千円

その他（8.8
％）

23億7,69
8万7千円

衛生費（27
.6％）

76億3,01
2万2千円

地方交付税
（30.2％）

83億4,65
6万7千円

市債（10.5
％）

28億9,32
0万円

国庫支出金
（10.5％）

28億9,22
5万3千円

県支出金（
6.5％）

17億8,84
3万5千円

その他（6.6
％）

18億3,65
1万6千円

使用料及び手数料（2.3％）
6億4,417万2千円

自主財源（35.7％）
98億7,102万9千円

依存財源（64.3％）
177億5,697万1千円

分担金及び負担金（0.4％）
1億508万9千円

その他（3.7％）
10億3,687万5千円

　　　　一般 会計  

276億 2,800万円

歳出

区分 金額 構成比
％

前年度
当初比

（増減率％）

総額 496億7,428万5千円 100.0 8.2

一般会計 276億   2,800万円 55.6 15.6

公営企業会計 69億   3,100万円 14.0 63.3

水道事業 34億     200万円 6.9 △5.5

病院事業 6億   6,300万円 1.3 2.8

※下水道事業 28億   6,600万円 5.8 皆増

特別会計 144億   6,600万円 29.1 △15.4

国民健康保険事業 76億   3,400万円 15.4 △7.6

※下水道事業 ― 　― 皆減

介護保険事業 59億   2,500万円 11.9 3.5

後期高齢者医療事業 9億     700万円 1.8 8.4

基金 6億4,928万5千円 1.3 0.0

土地開発基金 5億4,715万4千円 1.1 0.0

育英資金貸付基金 1億  213万1千円 0.2 0.0

■会計別予算額

※�令和２年４月から下水道事業会計は公営企業法の適用を受ける会計に移行したため、
特別会計から公営企業会計に区分が変わっています。
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